
 

事 務 連 絡 

令和３ 年３ 月 26 日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（ 局）  御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局老 人 保 健 課 

高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・ 地域介護推進課 

 

 

「 令和３ 年度介護報酬改定に関するＱ ＆Ａ （ Vol . ３ ）（ 令和３ 年３ 月 26 日）」

の送付について 

 

 

介護保険制度の運営につき まし ては、平素より 種々ご尽力をいただき 、厚く 御

礼申し 上げます。  

「 令和３ 年度介護報酬改定に関するＱ ＆Ａ （ Vol . ３ ）（ 令和３ 年３ 月 26 日）」

を 送付いたし ますので、 貴県又は貴市におかれまし ては、 御了知の上、 管下市町

村又は事業所等への周知を徹底し 、その取扱いに当たっ ては遺漏なき よう 、よろ

し く お願い申し 上げます。  

資料３
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令和３ 年度介護報酬改定に関するＱ ＆Ａ （ Vol . ３ ）  

（ 令和３ 年３ 月 26 日）  

 

【 全サービス共通】  

問１  居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、 実質的に従業者が

１ 名だけと いう こ と があり 得る。 こ のよう な事業所でも 虐待防止委員会の開催や研修

を 定期的にし なければなら ないのか。  

（ 答）  

・  虐待はあっ てはなら ないこ と であり 、高齢者の尊厳を 守るため、関係機関と の連携を 密

にし て、 規模の大小に関わり なく 虐待防止委員会及び研修を 定期的に実施し ていただき

たい。小規模事業所においては他者・ 他機関によるチェ ッ ク 機能が得ら れにく い環境にあ

るこ と が考えら れるこ と から 、 積極的に外部機関等を 活用さ れたい。  

 

・  例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっ ては、法人内の複数事業

所による合同開催、感染症対策委員会等他委員会と の合同開催、関係機関等の協力を 得て

開催するこ と が考えら れる。  

 

・  研修の定期的実施にあたっ ては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委員会と

の合同開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所による

外部講師を活用し た合同開催等が考えら れる。  

 

○ 指定基準の記録の整備の規定について 

問２  指定基準の記録の整備の規定における「 その完結の日」 の解釈が示さ れたが、 指定

権者が独自に規定を 定めている場合の取扱い如何。  

（ 答）  

・  指定権者においては、原則、今回お示し し た解釈に基づいて規定を 定めていただき たい。 

 

・  なお、 指定権者が独自に規定を定めている場合は、 当該規定に従っ ていれば、 指定基準

違反になるも のではない。  
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【 居宅介護支援】  

○ 契約時の説明について 

問 111 今回の改定において、 ケアマネジメ ント の公正中立性の確保を 図る観点から 、 利

用者に、 前６ か月間に作成し たケアプラ ンにおける 、 訪問介護、 通所介護、 地域密着型

通所介護、 福祉用具貸与（ 以下、 訪問介護等と いう 。） の各サービスの利用割合及び前

６ か月間に作成し たケアプラ ンにおける、訪問介護等の各サービスごと の、同一事業者

によっ て提供さ れたも のの割合（ 以下、 訪問介護等の割合等） の説明を 行う こ と と 定め

ら れたが、 具体的な説明方法と し て、 どのよう な方法が考えら れるか。  

（ 答）  

・  例えば、以下のよう に重要事項説明書等に記載し 、訪問介護等の割合等を 把握でき る資

料を 別紙と し て作成し 、 居宅介護支援の提供の開始において示すと と も に説明するこ と

が考えら れる。  

 

・  なお、「 同一事業者によっ て提供さ れたも のの割合」 については、 前６ か月間に作成し

たケアプラ ン に位置付けら れた訪問介護等の各事業所における 提供回数のう ち （ ※同一

事業所が同一利用者に複数回提供し ても カ ウント は１ ）、 同一事業所によっ て提供さ れた

も のの割合であるが、その割合の算出に係る小数点以下の端数処理については、切り 捨て

ても 差し 支えない。  

 

＜例＞ 

※重要事項説明書 

第●条 当事業所のケアプラ ンの訪問介護、 通所介護、地域密着型通所介護、 福祉用具貸与

の利用状況は別紙のと おり である。  

※別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 契約時の説明について 

別紙 

 

① 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の各サービスの利用割合 

 

訪問介護 ●％ 

通所介護 ●％ 

地域密着型通所介護 ●％ 

福祉用具貸与 ●％ 

 

② 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

 

訪問介護 ○○事業所 ●％ □□事業所 ●％ △△事業所 ●％ 

通所介護 △△事業所 ●％ ××事業所 ●％ ○○事業所 ●％ 

地域密着型通所介護 □□事業所 ●％ △△事業所 ●％ ××事業所 ●％ 

福祉用具貸与 ××事業所 ●％ ○○事業所 ●％ □□事業所 ●％ 
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問 112 今回の改定により 、前６ 月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ れた

居宅サービス計画の総数のう ちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通

所介護（ 以下「 訪問介護等」 と いう 。） がそれぞれ位置付けら れた居宅サービス計画の

数が占める 割合、 前６ 月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ れた居宅サ

ービス計画に位置付けら れた訪問介護等ごと の回数のう ちに同一の指定居宅サービス

事業者又は指定地域密着型サービス事業者によっ て提供さ れたも のが占める 割合等を

説明するこ と を義務づけ、それに違反し た場合は報酬が減額さ れるが、令和３ 年４ 月以

前に指定居宅介護支援事業者と 契約を 結んでいる利用者に対し ては、 どのよ う に取り

扱う のか。  

（ 答）  

・  令和３ 年４ 月以前に契約を結んでいる利用者については、次のケアプラ ンの見直し 時に

説明を 行う こ と が望まし い。  

・  なお、前６ 月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ れた居宅サービス計画に

位置付けら れた訪問介護等ごと の回数のう ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定

地域密着型サービ ス事業者によ っ て提供さ れたも のが占める 割合について、 当該事業所

が、令和３ 年４ 月中に新たに契約を結ぶ利用者等において、当該割合の集計や出力の対応

が難し い場合においては、 ５ 月以降のモニタ リ ング等の際に説明を 行う こ と で差し 支え

ない。  

  

≪参考≫ 

・ 第４ 条第２ 号 

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援の提供の開始に際し 、 あら かじ め、 居

宅サービス計画が第一条の二に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき 作成さ れる

も のであり 、 利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を 紹介するよう 求めるこ と がで

き るこ と 、 前六月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ れた居宅サービス計

画の総数のう ちに訪問介護、 通所介護、 福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（ 以下こ

の項において「 訪問介護等」 と いう 。） がそれぞれ位置付けら れた居宅サービス計画の数

が占める割合、 前六月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ れた居宅サービ

ス計画に位置付けら れた訪問介護等ごと の回数のう ちに同一の指定居宅サービス事業者

又は指定地域密着型サービ ス事業者によっ て提供さ れたも のが占める割合等につき 説明

を 行い、 理解を得なければなら ない。  

 

・ 通知： 第２ の３ （ ２ ）  

基準第４ 条は、 基本理念と し ての高齢者自身によるサービス選択を 具体化し たも ので

ある。 利用者は指定居宅サービスのみなら ず、 指定居宅介護支援事業者についても 自由

に選択でき るこ と が基本であり 、 指定居宅介護支援事業者は、 利用申込があっ た場合に
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は、 あら かじ め、 当該利用申込者又はその家族に対し 、 当該指定居宅介護支援事業所の

運営規程の概要、 介護支援専門員の勤務の体制、 秘密の保持、 事故発生時の対応、 苦情

処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項を説明書やパン

フ レ ッ ト 等の文書を交付し て説明を 行い、 当該指定居宅介護支援事業所から 居宅介護支

援を 受けるこ と につき 同意を 得なければなら ないこ と と し たも のである。 なお、 当該同

意については、 利用者及び指定居宅介護支援事業者双方の保護の立場から 書面によっ て

確認するこ と が望まし いも のである。  

また、 指定居宅介護支援は、 利用者の意思及び人格を 尊重し 、 常に利用者の立場に立

っ て行われるも のであり 、 居宅サービス計画は基準第１ 条の２ の基本方針及び利用者の

希望に基づき 作成さ れるも のである。 こ のため、 指定居宅介護支援について利用者の主

体的な参加が重要であり 、 居宅サービス計画の作成にあたっ て利用者から 介護支援専門

員に対し て複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を 求めるこ と や、 居宅サービス計画

原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を 求めるこ と が可能であ

るこ と 等につき 十分説明を 行わなければなら ない。 なお、 こ の内容を利用申込者又はそ

の家族に説明を行う に当たっ ては、 理解が得ら れるよう 、 文書の交付に加えて口頭での

説明を懇切丁寧に行う と と も に、 それを理解し たこ と について必ず利用申込者から 署名

を 得なければなら ない。  

また、 基準第１ 条の２ の基本方針に基づき 、 指定居宅介護支援の提供にあたっ ては、

利用者の意思及び人格を 尊重し 、 常に利用者の立場に立っ て、 利用者に提供さ れる指定

居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏するこ と

のないよう 、 公正中立に行わなければなら ないこ と 等を踏まえ、 前６ 月間に当該指定居

宅介護支援事業所において作成さ れた居宅サービス計画の総数のう ちに訪問介護、 通所

介護、 福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（ 以下こ の⑵において「 訪問介護等」 と い

う 。 ） がそれぞれ位置付けら れた居宅サービス計画の数が占める割合、 前６ 月間に当該

指定居宅介護支援事業所において作成さ れた居宅サービス計画に位置付けら れた訪問介

護等ごと の回数のう ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事

業者によっ て提供さ れたも のが占める割合（ 上位３ 位まで） 等につき 十分説明を行わな

ければなら ない。     

なお、 こ の内容を 利用者又はその家族に説明を 行う に当たっ ては、 理解が得ら れるよ

う 、 文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行う と と も に、 それを理解し たこ と

について必ず利用者から 署名を得なければなら ない。  

また、 前６ 月間については、 毎年度２ 回、 次の期間における当該事業所において作成

さ れた居宅サービス計画を 対象と する。  

① 前期（ ３ 月１ 日から ８ 月末日）  

② 後期（ ９ 月１ 日から ２ 月末日）  
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なお、 説明については、 指定居宅介護支援の提供の開始に際し 行う も のと するが、 そ

の際に用いる当該割合等については、 直近の①も し く は②の期間のも のと する。  

また、 利用者が病院又は診療所に入院する場合には、 利用者の居宅における日常生活

上の能力や利用し ていた指定居宅サービス等の情報を 入院先医療機関と 共有するこ と

で、 医療機関における利用者の退院支援に資すると と も に、 退院後の円滑な在宅生活へ

の移行を 支援するこ と にも つながる。 基準第４ 条第３ 項は、 指定居宅介護支援事業者と

入院先医療機関と の早期から の連携を 促進する観点から 、 利用者が病院又は診療所に入

院する必要が生じ た場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連絡先を 当該病院又は診

療所に伝えるよう 、 利用者又はその家族に対し 事前に協力を求める必要があるこ と を規

定するも のである。 なお、 より 実効性を高めるため、 日頃から 介護支援専門員の連絡先

等を 介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、 お薬手帳等と 合わせて保管するこ と を

依頼し ておく こ と が望まし い。  
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○ 特定事業所加算 

問 113 特定事業所加算( Ⅰ) 、 ( Ⅱ) 、 ( Ⅲ) 及び( Ａ ) において新たに要件と さ れた、「 必要

に応じ て、 多様な主体によ り 提供さ れる利用者の日常生活全般を 支援するサービスが

包括的に提供さ れるよう な居宅サービス計画を 作成し ているこ と 」 については、必要性

を 検討し た結果、 多様な主体によ り 提供さ れる利用者の日常生活全般を 支援するサー

ビ スを 位置付けたケアプラ ン が事業所の全てのケアプラ ン のう ち１ 件も ない場合につ

いても 算定でき るのか。  

（ 答）  

  算定でき る。 なお、 検討の結果位置付けなかっ た場合、 当該理由を説明でき るよう にし

ておく こ と 。  

 

○ 特定事業所加算 

問 114 特定事業所加算( Ⅰ) 、 ( Ⅱ) 、 ( Ⅲ) 及び( Ａ ) において新たに要件と さ れた、 多様な

主体によ り 提供さ れる 利用者の日常生活全般を 支援するサービ スと は具体的にどのよ

う なサービスを指すのか。  

（ 答）  

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（ 平成 11 年７ 月 29 日

老企第 22 号） ３ ⑺④を参照さ れたい。  

  

≪参考≫ 

・ 通知： 第２ の３ ⑺④ 

居宅サービ ス計画は、 利用者の日常生活全般を 支援する 観点に立っ て作成さ れる こ と

が重要である。 こ のため、居宅サービス計画の作成又は変更に当たっ ては、 利用者の希望

や課題分析の結果に基づき 、 介護給付等対象サービス以外の、 例えば、 市町村保健師等が

居宅を 訪問し て行う 指導等の保健サービス、 老人介護支援セン タ ーにおける 相談援助及

び市町村が一般施策と し て行う 配食サービ ス、 寝具乾燥サービ スや当該地域の住民によ

る見守り 、 配食、 会食などの自発的な活動によるサービス等、 更には、 こ う し たサービス

と 併せて提供さ れる精神科訪問看護等の医療サービス、 はり 師・ き ゅ う 師による施術、保

健師・ 看護師・ 柔道整復師・ あん摩マッ サージ指圧師による機能訓練なども 含めて居宅サ

ービス計画に位置付けるこ と により 総合的な計画と なるよう 努めなければなら ない。  

なお、介護支援専門員は、 当該日常生活全般を支援する上で、 利用者の希望や課題分析

の結果を 踏まえ、地域で不足し ていると 認めら れるサービ ス等については、介護給付等対

象サービスである かどう かを 問わず、 当該不足し ている と 思われる サービス等が地域に

おいて提供さ れるよう 関係機関等に働き かけていく こ と が望まし い。  
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○ 居宅介護支援費( Ⅱ) の要件 

問 115 情報通信機器の活用について、「 情報通信機器」 を 具体的に示さ れたい。  

（ 答）  

・  情報通信機器については、「 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する 基準（ 訪

問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分） 及び指定居宅介護支援

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う 実施上の留意事項について」（ 平成 12

年３ 月１ 日老企第 36 号） 第３ の７ の「 ⑵ 情報通信機器（ 人工知能関連技術を 含む） の

活用」 において、 情報通信機器（ 人工知能関連技術を 含む） については、  

当該事業所の介護支援専門員が行う 指定居宅介護支援等基準第 13 条に掲げる一連

の業務等の負担軽減や効率化に資するも のと するが、 具体的には、 例えば、  

・  当該事業所内外や利用者の情報を 共有でき るチャ ッ ト 機能のアプリ ケーショ ンを

備えたスマート フ ォ ン 

・  訪問記録を随時記載でき る機能（ 音声入力も 可） のソ フ ト ウエアを 組み込んだタ ブ

レ ッ ト  

等と する。  

こ の際、 個人情報保護委員会・ 厚生労働省「 医療・ 介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイ ダンス」、 厚生労働省「 医療情報システムの安全管理に関

する ガイ ド ラ イ ン 」 等を遵守するこ と 。  

と し ていると こ ろ 。  

 

・  具体的には、 例えば、 以下の目的や機能を有し ているこ と を 想定し ているが、 情報通信

機器等を 活用する 場合については、 その体制に係る 届出書を 提出するこ と と し ている た

め、こ れら の具体例を踏まえ、個々の状況等に応じ て個別具体的に判断さ れるも のである。 

 

＜例＞ 

 ○ 利用者に係る情報共有を即時、かつ、同時に可能と する機能や関係者と の日程調整の

機能を有し ている も の。  

○ ケアプラ ン等の情報を いつでも 記録、 閲覧でき る機能を 有し ているも の。  
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○ 居宅介護支援費( Ⅱ) の要件 

問 116 情報通信機器（ 人工知能関連技術を 含む） の活用や事務職員の配置にあたっ ての

当該事業所の介護支援専門員が行う 基準第 13 条に掲げる一連の業務等について具体例

を 示さ れたい。  

（ 答）  

  基準第 13 条に掲げる一連の業務等については、 基準第 13 条で定める介護支援専門員

が行う 直接的なケアマネジメ ント 業務の他に、例えば、以下のよう な間接的なケアマネジ

メ ント 業務も 対象と する。  

 

＜例＞ 

○ 要介護認定調査関連書類関連業務 

 ・  書類の受領、 打ち込み、 複写、 フ ァ イ リ ングなど 

○ ケアプラ ン作成関連業務 

 ・  関連書類の打ち込み、 複写、 フ ァ イ リ ン グなど 

○ 給付管理関連業務 

 ・  関連書類の打ち込み、 複写、 フ ァ イ リ ン グなど 

○ 利用者や家族と の連絡調整に関する業務 

○ 事業所と の連絡調整、 書類発送等業務 

○ 保険者と の連絡調整、 手続き に関する業務 

○ 給与計算に関する業務 等 

 

○ 居宅介護支援費( Ⅱ) の要件 

問 117 事務職員の配置について、 当該事業所の介護支援専門員が行う 基準第 13 条に掲

げる 一連の業務等の負担軽減や効率化に資する職員については、 当該事業所内の配置

に限ら ず、同一法人内の配置でも 認めら れるが、認めら れる場合について具体例を 示さ

れたい。  

（ 答）  

具体例と し て、 次のよ う な場合に算定でき る。 こ れら の具体例を踏まえ、 個々の状況等

に応じ て個別具体的に判断さ れるも のである。  

 

＜例＞ 

※ 当該事業所の介護支援専門員が行う 基準第 13 条に掲げる一連の業務等の負担軽減や効

率化に資するこ と が前提 

・  法人内に総務部門の部署があり 、 事務職員を 配置 

・  併設の訪問介護事業所に事務職員を配置 等  
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○ 通院時情報連携加算 

問 118 通院時情報連携加算の「 医師等と 連携を行う こ と 」 の連携の内容、 必要性や方法

について、 具体的に示さ れたい。  

（ 答）  

・  通院時に係る情報連携を 促す観点から 、「 指定居宅サービスに要する 費用の額の算定に

関する基準（ 訪問通所サービス、 居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分） 及び指

定居宅介護支援に要する 費用の額の算定に関する基準の制定に伴う 実施上の留意事項に

ついて」（ 平成 12 年３ 月１ 日老企第 36 号） 第３ の「 15 通院時情報連携加算」 において、

医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を 行い、 医師等から 利用者

に関する必要な情報提供を 受けるこ と と し ている。  

 

・  なお、 連携にあたっ ては、 利用者に同席する旨や、 同席が診療の遂行に支障がないかど

う かを 事前に医療機関に確認し ておく こ と 。  

 

○ 居宅介護支援費の請求方法について 

問 119 病院等から 退院・ 退所する者等であっ て、 医師が一般に認めら れている医学的知

見に基づき 回復の見込みがないと 診断し た利用者について、 当該利用者に対し てモニ

タ リ ング等の必要なケアマネジメ ント を行い、給付管理票の作成など、請求にあたっ て

必要な書類の整備を 行っ ている場合の請求方法について具体的に示さ れたい。  

（ 答）  

・  当初、 ケアプラ ンで予定さ れていたサービス事業所名、 サービス種類名を 記載し 、 給付

計画単位数を ０ 単位と し た給付管理票及び居宅介護支援介護給付費明細書を 併せて提出

するこ と により 請求する。  

・  また、当該請求方法は新型コ ロ ナウイ ルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準

等の臨時的な取扱いについて（ 第 11 報）（ 令和２ 年５ 月 25 日事務連絡） の問５ （ 臨時的

取扱いと いう 。 以下同じ 。） に基づいて請求する場合も 同様の取扱いと する。  

・  なお、 当該臨時的取扱いについては介護予防支援費も 同様の取扱いと する。  
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○ 退院・ 退所加算 

問 120 カ ンフ ァ レンスに参加し た場合は、「 利用者又は家族に提供し た文書の写し を 添

付するこ と 」 と し ているが、 具体例を 示さ れたい。  

（ 答）  

・  具体例と し て、 次のよう な文書を 想定し ている が、 こ れら の具体例を踏まえ、 個々の状

況等に応じ て個別具体的に判断さ れるも のである。  

 

・  なお、 カ ンフ ァ レ ンスに参加し た場合の記録については、 居宅介護支援経過（ 第５ 表）  

 の他にサービス担当者会議の要点（ 第４ 表） の活用も 可能である。  

 

＜例＞ 

・  カ ンフ ァ レンスに係る会議の概要、 開催概要、 連携記録 等 

  


